
ユニーは、持続可能な社会の構築を営業活動を通して実現することが企業責任であると「環境方針」に掲げています。
現在のことだけではなく、未来に向かって地球環境を守り、人間が自然と共存していける社会、
持続可能な社会を「地球にやさしいお買い物」によって実現したいと願い、
お客様や生産者、取引先そしてその他の関係する人達と一緒に目指していくために、環境マネジメントを実践しています。

環境マネジメント
環境マネジメント

代表取締役社長

ユニーグループ・ホールディングス株式会社
 代表取締役会長

ワーキングチーム

ユニーグループ・ホールディングス株式会社
 代表取締役社長

業務サポート本部長 グループ業務本部長

内部監査責任者

環境管理責任者

業務サポート本部 IT物流本部 開発本部 グループ戦略本部
●総務部　　●法務部　●業務指導部
●店舗会計部　●人事教育部

コピー用紙使用量削減。巨大地震発生時の事業継続に
向けた取り組み（総務部）。店舗への環境法令遵守の徹
底（業務指導部）。事務センター化による店舗作業効率
の向上（店舗会計部）。従業員に対する環境保全・社会
貢献に関する意識･知識の向上（人事教育部）

電子帳票化によるペーパーレス（情報システム部）。セン
ター統合による物流の合理化（物流部）。ネットスーパー
の展開を推進（ECビジネス部）

●情報システム部　●物流部　
●ECビジネス部

エコストアの建設と環境配慮設備の評価。既存店舗の
照明設備のLED化

●企画部　　●管財部　●建設部　
●店舗開発部 グループ会社のシンクタンクとして環境影響の軽減の

施策を提案・実施を促す

●経営企画部　●関係会社管理室

テナント本部 営業サポート本部 衣料本部
●企画管理部　●開発導入部　
●運営部　　　●催事部

PLCに関与し、価値ある商品を提供（商品･品質管理部）。
環境配慮企画の立案・推進・進捗確認（営業政策部）。折り
込みチラシに頼らない広告媒体の活用（営業企画部）。店
舗における行政と連動した環境負荷の低減（営業管理部）

●商品・品質管理部　
●お客様サービス部　●営業政策部　
●営業企画部　　　  ●営業管理部

クールビズ・ウォームビズ商品の拡販。店舗従業員へ環
境配慮型商品の教育。リサイクル什器の使用推進

●レディス部 ●子供ベビー部　
●メンズ部 ●インナー部　
●靴・服飾部 ●商品企画開発部

環境配慮商品（eco!on）の開発（グループ商品企画
部）。環境を配慮した包材の開発・推進（グループ商品品
質管理部）。グループ物流の再構築による顧客満足の
提供と輸送コスト削減（グループ物流部）

●グループ商品企画部　
●グループ商品品質管理部　
●グループ物流部　●グループ販促部

住関本部 食品本部 関連事業本部
●ヘルス＆ビューティ部
●ホームファッション部
●ホビー＆スポーツ部

店舗での廃棄商品削減の取り組み。StyleONE商品の
拡販

●ドライ食品部 ●鮮魚部　●精肉部　
●青果部 ●コンセ部　
●プロセスセンター管理部

節電型便座・節水型便器の販売推進。生ゴミによるリサイク
ル堆肥の拡販（ユーホーム事業部）。返品率の削減。「ESD文
庫ブックカバー」配布によるESDアピール（夢屋書店）

●ユーホーム事業部　
●夢屋書店事業部　
●業務部

関東事務所 山静事務所 北陸事務所
●業務管理部　●関東営業部　
●衣料部　●住関部　●食品部
レジ袋有料化実施に関して、行政との連携によるお客
様への理解活動の推進。食品リサイクルの推進。子ども
環境学習の全店実施とエコ博の開催。EV充電スタンド
の設置。アピタ長津田店にてISO認証取得

静岡県との包括協定の取り組みにおける環境イベント
開催。排水水質基準の遵守。食品リサイクルの推進。子
ども環境学習の全店実施とエコ博の開催。EV充電スタ
ンドの設置。アピタ富士吉原店にてISO認証取得

●業務管理部　●山静営業部　
●衣料部　●住関部　●食品部

トレイのケミカルリサイクル実施。PETボトル回収を全
店に拡大。食品リサイクルの推進。子ども環境学習の全
店実施とエコ博の開催。EV充電スタンドの設置。アピ
タ松任店にてISO認証取得

●業務管理部　●北陸営業部　
●衣料部　●住関部　●食品部 グループ会社の資金の調達、運用業務をユニーHDに

一元管理することによる作業効率の向上

改善部・国際部

●グループ業務企画部　
●グループ環境社会貢献部

グループ会社の環境影響の負荷軽減に繋がる施策の
企画・立案・実施

秘書室・広報IR室

各部門の代表的な環境目的目標

環境会議

Plan
計画

Do
実施・運用

Check
点検是正処置

Action
見直し

●コピー用紙削減
●廃棄物削減
●省資源・省エネルギー

●グループ環境社会貢献部

ISO事務局

環境配慮商品（eco!on）の販売推進。部内におけるコ
ピー用紙使用量の削減

専門店から排出される廃棄物削減・リサイクル推進。分
別徹底による再生紙比率UPへの取り組み

「ユニーグループ危機管理センター」の建設

　東日本大震災を教訓に、巨大地震などの大規模災害に対応するため、2014年6月、ユニー本社敷地内に「ユニー
グループ危機管理センター」を建築しました。

　目　的
●災害により本社や店舗の機能が制限された場合、営業復旧の柱
であるIT物流本部が常駐する「ユニーグループ危機管理センター」
を拠点に店舗をサポートし、速やかな営業復旧や営業継続に繋げ
ます。

●大型地震発生時、免震・耐震構造に優れた「ユニーグループ危
機管理センター」を、来社されたお取引先様や本社従業員の一時
避難場所として利用します。

グループ営業企画本部

グループ業務本部

グループ経理財務部

監査室
　特　徴
●液状化対策として、地中深くまでコンク
リートの区画壁を造り、その上に建屋を
造る「TOFT工法」を採用しています。

●停電・断水に備え、3日間使用可能
な「非常用発電」「上水」システムを屋
上に設置しました。

●浸水の影響を受けぬよう、主要フロア
や設備類は2階以上に配置しました。

　ユニーグループ危機管理センターは、災害
時に対策本部を設置し店舗支援を行う拠点と
して、また稲沢本部勤務のグループ従業員の
避難場所としても活用されます。各店舗は、
速やかな営業復旧と営業を継続することで、
地域への支援拠点となって地域社会に貢献し
ます。安全・安心を確保する拠点の充実に取
り組んでまいりますのでよろしくお願いします。

業務サポート本部
本部長　大野 明

災害時の店舗支援拠点の設置

店舗での理解活動の様子（アピタ長津田店） 環境側面の特定（アピタ富士吉原店）

サーベイランス審査 サーベイランス部門審査 サーベイランス現場内審査

内部監査員養成合宿 従業員集合教育

本社合同消火訓練

　2004年1月に本社事務所がISO14001を認証取得し、その後関東事務所・山静事務所・北陸事務所が
それぞれ本部として認証取得しました。2008年2月、本社が各本部を統合、同年8月にはユーストアを合併
し組織変更・拡大を図りました。そして2013年8月、ユニーグループ･ホールディングスが認証範囲に加わ
りました。また審査機関は、2004年から2009年までオリオン･レジストラー・ジャパンでしたが、2010年
からは株式会社日本環境認証機構（JACO）に依頼しています。

　今後店舗での環境活動を推進するためにISO14001の認証取得を
店舗へ広げていきます。2014年2月からモデル店舗（アピタ千代田
橋店、アピタ長津田店、アピタ富士吉原店、アピタ松任店）にて
ISO14001理解活動を開始しました。モデル店舗は2014年12月に
認証取得を目指しています。
　ISOの目的目標には、従業員から出た環境側面をテーマにして取り
組んでいきます。

　環境影響で重大なものに災害
があります。愛知県稲沢市の本
社では2011年の東日本大震災レ
ベルの災害が東海地方におこるこ
とを想定し、防災訓練を計画して
実施しました。

　ユニーは営業活動の中で地球環境に対してさまざまな影響を及ぼしています。商品を生産者から仕入れ、運
び、販売し、お客様に消費していただくバリューチェーンのそれぞれの過程で発生する環境に悪い影響（環境負
荷）をできるだけ低減することを環境目的目標にしています。また、環境配慮商品の販売やエコストアの建設、
容器包装の削減や廃棄物のリサイクルなど、環境保全活動をさらに進めることも、環境マネジメントシステムで実
践しています。
　このシステムは、Plan（計画）・Do（実行）・Check(検証）・Action(見直し、改善）のスパイラルで環境方
針を実現し、持続可能な社会構築のために継続的に改善していくものです。
　2013年2月ユニーグループ･ホールディングスの発足に伴い、ユニーグループ･ホールディングス
の本社事務所もユニーのEMSの中で活動しています。 　環境方針・環境目的目標や環境マネジメントシステムの理解を深め

環境活動を実践していくために、適用範囲の全従業員と関係する
人々に教育を行いました。環境目的目標は、部門ごとに業務の環境
影響調査を行い、環境側面を抽出して設定しました。「環境実施計画」
策定についての教育を実施しました。
　また、環境マネジメントシステムの内部監査の監査員教育を行い、
認定取得者は258名になりました。

■ 店舗でISO14001取得に向け活動開始

■ 緊急事態への対応

■ ISO14001推進のための社員教育

環境マネジメント（ISO14001）の取り組み

環境マネジメントシステム（EMS）の組織と活動
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